予算要求資料
平成28年度当初予算　　　支出科目　款：商工費　項：商工費　目：金融対策費　
	事業名　県信用保証協会損失補償金　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　　　　　　商工労働部　商業・金融課　資金融資係　電話番号：058-272-8389
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　E-mail： c11363@pref.gifu.lg.jp
１　事業費        　12,000千円（前年度予算額：26,000千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	26,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	26,000

	要求額
	12,000
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	12,000

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容
（１）要求の趣旨（現状と課題）
　　　岐阜県信用保証協会は、保証付融資を受けた中小企業者が期日までに金融機関へ返済できなくなった場合、代わりに金融機関へ代位弁済するが、その損失の一部を県が補償することにより、中小企業者に対する金融の円滑化を図ることを目的とする。（平成１７年度までの保証承諾に伴うもの）
（２）事業内容
    ①信用保険制度のしくみ 

・中小企業者が、県保証協会の保証付融資を金融機関から借り入れた場合、県保証協会が信用保険料として信用保証料収入の約50％を日本政策金融公庫（旧中小企業金融公庫）に対して支払う。
・保証付融資を受けた中小企業者が、定められた期日までに金融機関に償還できない場合、県保証協会が中小企業者の代わりに金融機関へ代位弁済をする。
・信用保険料を県保証協会から受け取っている日本政策金融公庫は、代位弁済額のうち元金に対して70～80％を保険金として県保証協会へ支払う。
（３）県負担・補助率の考え方
　　　県は、県保証協会が代位弁済した元金から日本政策金融公庫の保険金を控

除した額の２分の１を支払う。（ぎふ無担保スピード資金は３分の１）
　　
（４）類似事業の有無
　　　無し
３　事業費の積算内訳
	事業内容
	金額
	事業内容の詳細

	補填及び

補償金
	12,000
	県信用保証協会損失補償金 

	合計
	12,000
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項
（１）各種計画での位置づけ
　　　長期構想

　　　Ⅱ―１　モノをつくって、地域外からお金を稼ぐ地域をつくる

　　　○既存企業への支援を強化し、流出を防止する。

　　　  (2)融資等の支援を行う

（２）国・他県の状況

制度融資運営においては、すべての都道府県で、預託、信用保証料補給、

利子補給、損失補償など何らかの支援措置を実施している。
（３）後年度の財政負担
      平成１７年度までに設定した債務負担行為期間（損失補償契約の補償期間）は、平成３２年度までとなっており、債務負担行為額（損失補償契約の補償契約限度額）の範囲内での補償金の支払いが生じる。

（４）事業主体及びその妥当性
　　　岐阜県信用保証協会は、中小企業者の金融支援を行うために実施している岐阜県中小企業振興資金融資制度における信用補完制度の重責を担う団体であり、中小企業信用保険法に基づき県下全域の中小企業者を対象に信用保証を行う唯一の団体であることから、これを支援することは妥当である。
事業評価調書
	□  新規要求事業　

	■  継続要求事業

	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
　平成１７年度まで、岐阜県信用保証協会への経営支援として損失補償を実施してきた。

国の信用補完制度の見直しとして平成１８年度より保証料補給が弾力化され、リスクに応じた保証料徴収が可能となったことにより、県保証協会の収支のバランスが改善されたため、平成１８年度から新たに発生する保証に伴う損失補償はしないこととなった。

今後は、補償期間が平成３２年までとなっている平成１７年度までの融資分について、保証限度額の範囲内で補償金の支払いが生じる。


（目標の達成度を示す指標と実績）
	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	岐阜県下企業倒産月報（TSR情報）
暦年・件数
	（H  ）
	　168  
（H24）
	　182  
（H25）
	　182  
（H26）
	（H  ）
	　％


	〃

暦年・負債総額
	（H　）
	29,255百万
（H24）
	34,600百万
（H25）
	36,471百万
（H26）
	（H　）
	　％



○指標を設定することができない場合の理由
	


（前年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）

　岐阜県信用保証協会からの代位弁済の報告に基づき、年１回（３月）執行


（前年度の成果）

	・前年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　岐阜県信用保証協会へ経営支援することにより中小企業者の資金繰り円滑化に対応


	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	（評価）

○


	岐阜県信用保証協会への経営支援を行うことで、中小企業者の資

金需要や資金繰りの円滑化に対応する必要がある。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）

○


	岐阜県信用保証協会への経営支援を行うことで、中小企業者の資

金需要や資金繰りの円滑化に適切に対応できた。



	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)

○


	平成１８年度以降の保証については、損失補償を設定していな
い。

　今後も補償期間が平成３２年までとなっている平成１７年度ま
での融資分について、保証限度額の範囲内で補償金の支払いが生
じ、管理する期間が長いが、余地なし。


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項

効果的な中小企業の金融支援策の実施


（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

　今後は、補償期間が平成３２年までとなっている平成１７年度までの融資分について、保証限度額の範囲内で補償金を負担する。


